
　平成２４年９月に開催された町議会定例会で、平成２３年度一般会計、特別会計の決算が認定

されました。

　決算は、一年間にどれだけの収入があり、どのように使われたのかを分類集計したものです。

　皆様が納めた税金や地方交付税、国県支出金などがどのように使われているか、町の財政状況

はどうなっているのかについて、概要をお知らせします。

　

　平成２３年度の一般会計決算額は、歳入が７８億４２００万円、前年度比１０億９２８万円増

（１４．８％増）、歳出が７４億８１２９万円、前年度比９億４０５５万円増（１４．４％増）

となり、差引３億６０７２万円を平成２４年度に繰越しました。

　平成２０年度から世界的な経済不況等により町税は大幅な減となっています。個人町民税、法

人町民税はともに前年度より減となっていますが、固定資産税は森林組合加工所の工場建設や店

舗、住宅の新築等により前年度比１０５８万円増（１．８％増）となり、町税全体では前年度比

２．９％減となりました。本町の財政は、地方交付税など国や県に依存する比率が大きい状況で

あり、徹底した経費節減や事務事業の見直しを引き続き実施し、町の借金である町債や町の貯金

である基金の取崩しを極力抑制し、健全財政維持に努めました。

　本町が自主的に収入できる自主財源は１６億８４７６万円、前年度比1億６４１２万円（８．９

％）の減となりました。

　町税のうち個人町民税は、２億８６７５万円、前年度比２３１８万円（７．５％）の減、法人

町民税は、４９７３万円、前年度比２７２４万円（３５．４％）の減となりました。

　固定資産税は工場等の建設により１０５８万円の増となりましたが、入湯税の減など、町税全

体では１０億４６８５万円、前年度比３１１０万円（２．９％）の減となりました。

一般会計の決算状況 

町税 10億4685

万円, 13.4% 
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その他 1億
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地方交付税 36
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軽自動
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町税の内訳 

歳入の増減要因 



　その他の自主財源では、使用料・手数料、寄附金や繰入金、諸収入による収入も減少しており、

自主財源で大きな比率を占める町税は前年度に続き落ち込んでいます。

　平成２３年度は固定資産税、たばこ税は増加しましたが、個人町民税は毎年落ち込んでおり町

税は減少傾向にあるといえます。

　国や県などの制度に影響を受ける依存財源は６１億５７２４万円、前年度比１１億７３３８万

円（２３．５％）の増となりました。

　町の歳入で最も大きな割合を占める地方交付税のうち普通交付税は、地方自治体が妥当な水準

の行政を行うための経費（基準財政需要額）から町民税などの収入（基準財政収入額）を差し引

いた額が交付されます。

　普通交付税は、基準財政収入額が前年より増加していますが、災害関係の経費の算入があった

ことなどから前年度比３億４９７５万円（１０．６％）の増となりました。

　国庫支出金、県支出金はその年の普通建設事業や災害復旧事業の事業量により前年度比が大き

く増減しますが、昨年は災害関係事業の増加により、国庫支出金は６億３２３７万円、前年度比

２億３９１万円の増、県支出金は１０億９３７６万円、前年度比６億３１９万円の増となりまし

た。

　

　歳出を目的別に見てみると、児童や老人など

福祉関係経費の民生費の割合が最も高く、２億

６００６万円の増となりました。

　長野県北部地震災害や豪雪災害により土木費、

消防費、災害復旧費が増加し前年より５億２３

０８万円増となっいます。

　議会費は議員共済負担金の増により２４４７

万円増となっています。

　総務費は町債償還金、統計調査事業、選挙費

等の事業費減により１億２５７万円減となって

います。

　教育費は津南小、中津小耐震工事、中津川運

歳出の増減要因 
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12.5% 
農林水産費 

8億0043万

円, 10.7% 

教育費 7億

8356万円, 
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10.4% 

衛生費 7億
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6.4% 

消防費 4億
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2億9918万

円, 4.0% 
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目的別 
歳  出 

平成２２年度 平成２３年度
町税 10億7795万円 10億4685万円 △3110万円 △2.9%
分担金負担金 8295万円 7251万円 △1044万円 △12.6%
使用料手数料 3593万円 3556万円 △37万円 △1.0%
財産収入 3657万円 4281万円 624万円 17.1%
寄付金 8799万円 232万円 △8567万円 △97.4%
繰入金 9994万円 4141万円 △5853万円 225.2%
繰越金 2億4978万円 2億9199万円 4221万円 16.9%
諸収入 1億7775万円 1億5131万円 △2644万円 △14.9%
小計 18億4886万円 16億8476万円 △1億6410万円 △8.9%
地方譲与税 8245万円 8030万円 △215万円 △2.6%
利子割交付金 356万円 301万円 △55万円 △15.4%
配当割交付金 127万円 130万円 3万円 2.6%
株式等譲渡所得割交付金 42万円 32万円 △10万円 △24.3%
地方消費税交付金 1億0326万円 1億0227万円 △99万円 △1.0%
自動車取得税交付金 1934万円 1735万円 △199万円 △10.3%
地方特例交付金 1738万円 1550万円 △188万円 △10.8%
地方交付税 33億0263万円 36億5238万円 3億4975万円 10.6%
交通安全対策交付金 145万円 156万円 11万円 7.1%
国庫支出金 4億2846万円 6億3237万円 2億0391万円 47.6%
県支出金 4億9057万円 10億9376万円 6億0319万円 123.0%
町債 5億3307万円 5億5712万円 2405万円 4.5%
小計 49億8386万円 61億5724万円 11億7338万円 23.5%

68億3272万円 78億4200万円 10億0928万円 14.8%合　計
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動公園造成事業等により２億３２２４万円増となっております。

　

　歳出を性質別に見てみると、補助金交付や十日町地域広域事務組合・津南地域衛生施設組合な

どへの負担金である補助費の割合が最も高くなっています。なお、子ども手当は約１億６０７７

万円が給付され、扶助費に計上されています。

　次いで割合が多いのが国民健康保険特別会計や下水道事業特別会計などの特別会計に一般会計

から支出する繰出金となっております。前年比３０１７万円増となっております。

　職員の給与・手当・福利厚生費等の人件費は、職員削減により前年度比４．９％の減となって

います。

　長野県北部地震災害の関係で維持補修費、補助費等、普通建設事業費、災害復旧費が前年度比

９億６３４３万円の大幅増となっておりま

す。しかし、震災復興特別交付税など国か

らの交付金の増により平成２３年度は財政

調整基金に３億５千万円を積立することが

できました。

　人件費、扶助費、公債費は任意に節減で

きない経費が多いことから義務的経費と呼

び、この性質の経費が占める比率が大きけ

れば大きいほど財政構造が硬直化すると言

われています。
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円, 10.7% 

公債費 5億

1167万円, 

6.9% 

扶助費 5億

0179万円, 

6.7% 

積立金 3億

7637万円, 

5.0% 

その他 6億

6470万円, 
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性質別 
歳  出 

平成２２年度 平成２３年度
議会費 7810万円 １億0257万円 2447万円 31.3%
総務費 10億4456万円 9億3463万円 △1億0993万円 △10.5%
民生費 14億8231万円 17億4236万円 2億6005万円 17.5%
衛生費 7億2829万円 7億7340万円 4511万円 6.2%
労働費 3381万円 2719万円 △662万円 △19.6%
農林水産業費 7億5685万円 8億0043万円 4358万円 5.8%
商工費 3億4832万円 2億9617万円 △5215万円 △15.0%
土木費 7億3073万円 7億7893万円 4820万円 6.6%
消防費 2億8473万円 4億6420万円 1億7947万円 63.0%
教育費 5億5132万円 7億8356万円 2億3224万円 42.1%
災害復旧費 377万円 2億9918万円 2億9541万円 7839.9%
公債費 4億9794万円 4億7867万円 △1927万円 △3.9%
諸支出金 0万円 0万円 0万円
合計 65億4073万円 74億8129万円 9億4056万円 14.4%
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項　　　　目 前年度比

平成２２年度 平成２３年度
人件費 9億7107万円 9億2362万円 △4745万円 △4.9%
物件費 7億5644万円 8億1332万円 5688万円 7.5%
維持補修費 2億0008万円 2億5618万円 5610万円 28.0%
扶助費 4億3992万円 5億0179万円 6187万円 14.1%
補助費等 13億5029万円 18億2224万円 4億7195万円 35.0%
公債費 5億3094万円 5億1167万円 △1927万円 △3.6%
積立金 4億8153万円 3億7637万円 △1億0516万円 △21.8%
投資及び出資金・貸付金 1億0577万円 1億0586万円 9万円 0.1%
繰出金 10億4047万円 10億7065万円 3018万円 2.9%
普通建設事業費 6億6045万円 7億9693万円 1億3648万円 20.7%
災害復旧事業費 377万円 3億0266万円 2億9889万円 7930.1%
合計 65億4073万円 74億8129万円 9億4056万円 14.4%
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　歳出決算額を「町民一人当たりに使われたお金」として換算すると、一人当り６８２，７８６

円となります。

　目的別、大まかな事業別に区分すると下記の表になります。

町民一人当たりの経費 

●総務費 広報・財産管理・他一般事務などに ７億６３９６万円 69,723 円

広域連携・交流・地域づくりなどに ５０９８万円 4,653 円

税金の賦課徴収に ５８６５万円 5,353 円

戸籍住民基本台帳管理に ３６９０万円 3,367 円

選挙・統計・監査に ２４１５万円 2,204 円

●民生費
障害者等の社会福祉に ４億３２３１万円 39,455 円

保育所運営等のこどもの福祉に ５億５８２３万円 50,947 円

お年寄りの福祉に ７億５１８３万円 68,616 円

●衛生費 健康づくり・検診・環境衛生などに ２億３９８０万円 21,885 円

ごみ・し尿の処理に １億４３８０万円 13,124 円

簡易水道施設の償還等に １３３９万円 1,222 円

津南病院の整備などに ３億７６４０万円 34,353 円

●農林水産業費
農業委員会・農業振興などに ７億２３４１万円 66,023 円

林業振興・林道整備などに ７７０３万円 7,029 円

●商工費
商工の振興に １億７０７８万円 15,587 円

観光の振興に １億２５３９万円 11,443 円

●土木費 道路橋梁の整備・維持管理に ２億９９８８万円 27,369 円

道路除雪に １億６９５０万円 15,470 円

河川の管理に ４７３万円 432 円

下水道整備に ２億３２８２万円 21,249 円

町営住宅の建設・管理に ７１９９万円 6,571 円

●教育費 教育委員会事務・教員住宅管理などに ６１１３万円 5,579 円

小学校教育に ３億４７９８万円 31,759 円

中学校教育に ９８０８万円 8,952 円

生涯学習・公民館活動・文化財などに ２億２０７０万円 20,142 円

スポーツの振興に ５５６６万円 5,080 円

●公債費 町の借入金（町債）の償還に ４億７８６７万円 43,686 円

●消防費 広域消防・防災・災害対策に ４億６４２０万円 42,366 円

●議会費 議会活動に １億０２５７万円 9,361 円

●災害復旧費 災害の復旧に ２億９９１８万円 27,304 円

●労働費 勤労者の福利・雇用創出に ２７１９万円 2,482 円

　町民一人当たりに使われたお金は
　※平成24年4月１日現在の人口10,957人で換算

項目別１人当り
金額６８２，７８６円



　町の財産には役場庁舎や学校・保育所など土

地・建物の不動産のほか、山林の立木、町内６

箇所の温泉権、株券などの有価証券や貸付金・

出資金などによる権利、貯金である基金、車両

や事務機器などの備品があります。

　基金には預金と中沢山の山林があります。

　預金である基金は財政調整のための基金のほ

か、地域経済活性化や地域福祉など事業の目的

ごとに設置されており、１９種類の基金があり

ます。

　平成23年度は津南町森林組合出資金の増、新

潟県労働者信用基金協会出捐金の増などがあり 　

ました。

　町債とは、町が事業を行うとき、歳入の不足

を補うために、長期間お金を借りることにより

負う債務です。

　町の借金ですが、その元利償還金については

災害復旧のための借金が９５％、過疎対策のた

めの借金が７０％、下水道整備のための借金が

５０％などと種類により率は異なりますが、後

年度に地方交付税で措置されます。

　町の全会計の年度末残高は１２４億６１２４

万円で、町民一人当たりに換算すると約１１３万円になります。

　特別会計は、それぞれの会計で独立採算が原則です。

　必要な財源は、保険料や使用料などの歳入で確保しなければなりませんが、厳しい財政状況に

あっても、基本的なサービス水準を維持するために、一般会計から財源を繰出ししています。

　簡易水道、下水道、農業集落排水の会計には主に交付税措置された起債償還分を繰出ししてい

ます。毎年の建設事業の量により大きく増減する会計です。

　また、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、病院の会計は、法律や制度改正の影響を大

きく受ける会計です。

財 産 の 状 況 

借 金 の 状 況 

特別会計の状況 

町の財産

町の借金

特別会計歳入歳出決算額 

対前年度比

46億6253 万円 3.2%

4億3712 万円 9.5%

41億6131 万円 -3.6%

30億7244 万円 -4.5%

1億2784 万円 -5.5%

124億6124 万円 -1.0%

下 水 道 事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会計

津 南 病 院 事 業 会 計

合　　　　　　　計

会　　　計　　　別 現　在　高

一 般 会 計

簡 易 水 道 特 別 会 計

歳　　入 対前年度比 歳　　出 対前年度比

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 12億1253万円 4.5% 11億4073万円 0.2%
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1億1515万円 -3.5% １億1248万円 -3.4%
介 護 保 険 特 別 会 計 13億8683万円 -0.8% 13億2237万円 1.7%
簡 易 水 道 特 別 会 計 2億3862万円 4.9% 2億1111万円 0.0%
下 水 道 事 業 特 別 会 計 4億1059万円 4.4% 3億7654万円 3.0%
農業集落排水事業特別会計 5億1298万円 72.6% 4億8751万円 71.4%
津 南 病 院 事 業 会 計 18億9002万円 -2.6% 18億8425万円 -2.4%

合　　　　　　　計 57億6672万円 55億3499万円

会　　　計　　　別

対前年度比

4,820,538 ㎡ 0.0%

127,838 ㎡ 0.0%

面 積 2,041,755 ㎡ 0.0%

立 木 16,396 ㎥ 0.0%

6 件 0.0%

1億5985 万円 0.0%

3億0638 万円 4.6%

1億8689 万円 0.1%

山 林 面 積 702,137 ㎡ 0.0%

山 林 立 木 26,410 ㎥ 0.0%

預 金 25億4530 万円 15.1%

車両・事務機器等 -

出 資 に よ る 権 利

基
金

備 品

建 物

山
林

物 権 （ 温 泉 権 ）

有 価 証 券

区　　　分 現　在　高

土 地

貸 付 金



　国・地方とも厳しい財政状況が続いていますが、財政悪化を可能な限り早い段階で把握し、財

政状態の改善に着手させるなどを目的とし、自治体財政健全化法が施行され、平成19年度決算か

ら財政の新たな指標が公表されることになりました。

　新たな指標には早期健全化基準と財政再生基準が定義され、２つの基準との比較で、自治体の

財政状況をチェックします。

　早期健全化基準を超えたら財政健全化計画、財政再生基準を超えたら財政再生計画の策定をし

なくてはならず、さまざまな強制力や総務大臣の関与が法定されています。

　実質赤字比率とは、一般会計の歳入（収入）から歳出（支出）を差し引いた額の標準財政規模

に対する割合です。

　つまり、黒字か赤字かを判断する指標です。

　本町は黒字のため指標は「無し」となりました。

　連結実質赤字比率は、全会計の歳入（収入）から歳出（支出）を差し引いた額の標準財政規模

に対する割合です。

　本町は病院事業会計が赤字となりましたが、連結して全会計の合計では黒字となるため、指標

は「無し」となりました。

　

財  政  指  標 

実質赤字比率 

 町税や地方交付税など、
自治体の一般財源の標準
規模を示すもので、定めら
れた計算方式により算出さ
れた数値です。 

連結実質赤字比率 

平成23年度津南町健全化判断比率の状況

うち臨時財政対策
債発行可能額

標 準 財 政 規 模 ４，４５３，８２８千円　

２５３，９１９千円　

津 南 町
早 期 健 全 化
基 準

財 政 再 生
基 準

- １５．０％ ２０．０％

- ２０．０％ ３０．０％

９．８％ ２５．０％ ３５．０％

５７．９％ ３５０．０％

１ 実 質 赤 字 比 率

２ 連 結 実 質 赤 字 比 率

３ 実 質 公 債 費 比 率

４ 将 来 負 担 比 率



　公債費とは、町債（借金）の元利償還金であり、一般会計のほか簡易水道・下水道・農業集落

排水・病院の特別会計にもあります。

　また、消防（十日町地域広域事務組合）や清掃（津南地域衛生施設組合）など一部事務組合の

会計でも元利償還金があり、町が相当分の負担金を支出しています。

　これらを実質的に公債費ととらえ、標準財政規模に対する割合を指標としています。

　町債の元利償還金にはその種類により交付税措置があるため、実質の公債費と標準財政規模か

ら交付税措置相当分を差し引いて計算します。

　本町は「９．８％」であり、平成２２年度決算では県内市町村のうち６番目に低い値となって

いて、平成２３年度決算でも低位にあると思われます。

　

　将来負担比率とは、背負っている借金等将来負担の標準財政規模に対する割合を指標としてい

ます。

　背負っている将来負担には、町債現在高（全会計の現在高のほか、一部事務組合の借金のうち

津南町の持分の現在高を含む）や将来の支出が決まっている経費（分割で支払うニューグリーン

ピア津南の土地・建物購入など）、町職員がいっせいに退職したと仮定した場合の退職金（退職

手当引当金相当額）などを合計します。

　この合計額から、貯金である基金現在高や町債現在高に係る交付税措置予定額などを差し引い

て実質的な将来負担を算出します。

　本町は「５７．９％」となりましたが、県内市町村でも低位にあります。

　早期健全化基準からみても低位にあり、健全な水準であると考えます。

　実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率の４つの指標を「健全化判

断比率」と呼びます。

　自治体財政健全化法では、これら健全化判断比率とは別に公営企業の経営健全化について定め

ています。

　公営企業とは、本町の会計では「簡易水道」「下水道」「農業集落排水」「病院」の４つの特

別会計が対象になります。

　連結実質赤字比率では全会計を合計しましたが、資金不足比率は公営企業ごとの資金不足額（

赤字額）の事業の規模に占める割合を算出します。

　「簡易水道」「下水道」「農業集落排水」の特別会計は黒字のため、資金不足比率は「無し」

となりました。

　「病院」は赤字決算であり、資金不足比率は「１．１％」となりました。

　事業の規模が１５億３０２５万円、資金不足額が１６９７万円となっています。

　

実質公債費比率 

将来負担比率 

資金不足比率 


